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はじめに
　極地雪氷分科会は、広く極地雪氷学の進歩と発展を図ることを目的とした公益社団法人日本雪氷学会の分科会の一つである。極地雪氷に関する情報交換および研究推進、極地雪氷に関する研究会および集会の開催などの事業を行っている。
　極地雪氷分科会の設立40周年を迎え、本稿は文献をもとにして、これまでの極地雪氷分科会に関わる北極研究のあゆみを振り返り、今後の北極研究へつなげるための資料としてまとめられた。

極地雪氷分科会の設立
　極地雪氷分科会の設立の経緯は、日本雪氷学会が発行する学術雑誌「雪氷」の1974年36巻1号に詳細が記されている（日本雪氷学会, 1974）。この文献によると、昭和41年（1966年）秋期大会（京都）において、日本雪氷学会内に「極地雪氷委員会」が設けられたが、種々の事情から永続的な活動が見られなかった。その後、極地雪氷研究者の増加を見るに至り、昭和47年度（1972年）秋期大会（福島）において極地雪氷研究者によるシンポジウムが盛大に開催された。その際に、極地研究に関心を持つ研究者にとっての情報交換が必ずしも円滑に行われていないといういうことに強い不満が出され、このような問題を解決するために暫定的に「極地雪氷分科会」を設立することが発議され、出席者全員の同意のもとで認められた。さらに昭和48年度（1973年）度秋期大会（長岡）においても極地雪氷研究者による会合がもたれた。そして、極地雪氷学の研究活動を活発にするため、研究者の有機的な組織を早急に確立することが関係者全員の強い希望となってきた。このような経緯から、昭和48年（1973年）12月4日の理事会において、「極地雪氷分科会」の設置が承認された。これにより、日本雪氷学会の一組織として位置づけられた。

日本による北極での雪氷研究活動
　日本による北極での雪氷研究は、1950年代に個別機関のグループが他国のプロジェクトに参加することで活動したようである（北極環境研究コンソーシアム, 2014）。日本学術会議雪氷小委員会 （1981）によると、北海道大学の中谷宇吉郎によるグリーンランド氷床上の観測所Site-2での積雪と氷の粘弾性に関する研究が始まりのようである。その後、北氷洋の氷島T-3、アラスカやカナダの北極圏、シベリア、北欧と調査地域が広がっている。下記に一覧を記す（1980年代はじめまで）。
　グリーンランド氷冠の積雪の物理の研究、氷島T3の雪氷学と北氷洋の海洋学の研究、第1次アラスカ氷河調査隊、アラスカ湖氷の結晶学的研究、グリーンランドTutoの氷河・永久凍土調査、第2次アラスカ氷河調査、海氷中のプランクトン調査、氷河中の電波伝搬、北極水圏学術調査隊、第1次北極圏海氷調査、積雪の変態と氷河氷への転化（日米学術）、AIDJEX-72、第2次北極圏海氷調査、積雪の変態と氷河氷への転化（第2次）、シベリア学術調査（永久凍土、植物）、アラスカ海氷調査、永久凍土圏学術調査、北極圏海氷調査、カナダ寒極雪結晶学術調査、北極域観測計画（POLEX-North）である。
　その後、1987年のムルマンスク宣言により、北極での日本の雪氷研究が大きく動き始めたようである。ソ連のゴルバチョフ書記長による北極海航路の解放、北極圏における科学研究の促進などを盛りこんだムルマンスクでの演説である。国際的にもこれを受けて、北極の科学に関する国際的な連携推進組織であるIASC（国際北極科学委員会）が1990年に設立された。1991年に日本は非北極圏国として最初に加盟している。
　さかのぼる1989年には、国立極地研究所に北極科学研究特別推進委員会が設置された。
　また1990年には同研究所に北極圏環境研究センターが設置された。国際共同研究事業として、同研究所の「北極圏地球環境共同研究」が開始し（〜1995年まで）、海洋科学技術センター（JAMSTEC；現海洋研究開発機構）は北極海での海洋観測を開始した。
　1991年には、国立極地研究所がスバールバル諸島スピッツベルゲン島ニーオルスンにニーオルスン基地を開設している。
　1997年には、名古屋大学、北海道大学を中心として、WCRP-GAME Siberiaプロジェクトが開始した（〜2004年まで）。
　1999年には、日米共同で国際北極圏研究センター（IARC）がアラスカ大学フェアバンクス校内に開設され、宇宙開発事業団（NASDA；現宇宙航空研究開発機構：JAXA）（～2014年）及びJAMSTECがIARCと共同研究を開始した。国立極地研究所では「北極圏における気候・環境変動の研究」（～2005年まで）、地球観測フロンティア研究システムなどは北極域での研究を開始している（～2009年まで）。
　このころにかけて、国内における各研究機関やグループ間の研究連携の強化が始まった。

近年の北極雪氷研究課題
　研究機関の相互の連携と情報交換を促進することを目的として、北極圏科学観測ディレクトリー（日本学術会議極地研究連絡委員会「現北極環境研究コンソーシアム」編集）が2000年度版から毎年発行されている。これはアンケートをもとに回答のあった北極域での自然科学観測の計画をまとめたものであり、記載分野に雪氷学がある。そこで、雪氷学としてこれに記載されている主な研究課題は以下の通りである。
　バルト海における海氷気候の観測研究、東シベリア・南部山岳タイガ地域における水・エネルギー循環に関する観測研究、アラス内及び近傍での熱・水・炭素ガスフラックス観測と水文環境に関する観測研究、アルタイ山脈における氷河コアによる環境変動研究、シベリアにおける積雪調査、アラスカ・バローでの海氷観測、アラスカ（Worthington氷河、Vairon氷河、Matanuska氷河、Juneau氷原、Gulukana氷河、Harding氷原）での氷河気候変動観測、カナダ・ユーコン準州マウントローガンにおける氷河観測、グリーンランド氷床深層コア掘削解析研究計画、カムチャッカ半島・カレイタ氷河調査、フィンランドのタイガ地域における大気－雪氷相互作用の研究、アラスカのツンドラ地域における大気－雪氷相互作用の研究、東シベリア・スンタルハイアタ山脈No.31氷河の観測、ロシア・アルタイ山域における古環境復元研究、ロシア・アルタイ山脈岩石氷河調査、アラスカ・マッコール氷河調査、北極沿岸定着氷観測、アラスカ森林火災が陸域環境に与える影響のモニタリング、ロシア・アルタイ山脈南チュイスキー山地での永久凍土調査、オホーツク海とバルト海の海氷気候、北極海における海氷厚観測アルゴリズムの開発、アラスカ北部縦断積雪分布調査と衛星観測、東シベリア永久凍土帯生態系の水・炭素循環観測、ニーオルスンにおける分光放射計を用いた積雪物理量の観測である。
　1882年から1883年の第1回国際極年、1932年から1933年の第2回国際極年、そして1957年から1958年の第3回国際極年（国際地球観測年）では、日本は北極で観測がされなかった。2007年から2009年の第4回国際極年には日本は初めて北極で観測を実施している。
　さらに、2011年から、大学や研究機関が戦略的に連携し、世界最高水準の研究と人材育成を総合的に推進することを目指すグリーン・ネットワーク・オブ・エクセレンス」（GRENE）事業の北極気候変動研究分野「急変する北極気候システム及びその全球的な影響の総合的解明」が開始した　（～2016年）。国内の39機関の参加のもと、国立極地研究所を代表機関として（参画機関：海洋研究開発機構）、分野横断的かつ総合的に取り組んでいる。
　北極圏科学観測ディレクトリーに見る研究課題の広がりと国際的な枠組みへの関わりから、現在では、国際レベルにおける研究連携の強化が始まっている。

北極研究と研究体制
　北極研究の進展に伴い、現在の北極の研究対象は、雪氷のみならず、大気、陸域、超高層大気、海洋、海氷、気候モデル等と拡大している。研究連携の強化に伴い、研究発表や成果公開の機会は拡大し、推進する組織も構築されてきている。2006年にはJpGUにおける北極セッションが開始した（以降毎年開催）。2008年には、ISAR（北極研究国際シンポジウム）が開催された（以降2年ごとに開催）。日本の北極環境研究を総合的・計画的に推進するため、北極環境研究に携わる国内研究者を結集し、自主的活動を通じて、北極環境研究の発展に寄与することを目的とした組織として、北極環境研究コンソーシアム（Japan Consortium for Arctic Environmental Research; JCAR）が2011年に設立されている。研究交流、人材育成、情報発信などが進められている。

極地雪氷分科会での北極
　極地雪氷分科会の活動報告を振り返ると、当面は南極の活動が中心であったが（中尾, 1974; 1975, 日本雪氷学会, 1976a; 1976b; 1976c; 1977; 1979; 1980）、昭和55年（1980年）の総会で「北極域の雪氷研究」と題して樋口敬二による報告記録が残っている（成瀬廉二, 1981）。
　その後も南極に焦点が当てられたが（日本雪氷学会, 1982; 1983; 1984）、1983年には、「ビデオと講演の会」を設けて、グリーンランドと南極における氷床掘削のビデオ視聴及び講演、討論（C.C.Langway, Jr・庄子仁・成田英器）が行われた（日本雪氷学会, 1985）。
　1984年には、「南極雪氷将来計画委員会」は将来計画の検討は南極のみではなく、広く北極域をも含めて行うべきではないかとの意見が出され、「極地雪氷将来計画委員会」と改称することになった（日本雪氷学会, 1986）。
　その後の分科会活動報告には特に北極に関する活動は記載されていないが（日本雪氷学会, 1987; 1988）、1988年の活動報告からは、「極地における雪氷研究の方向性と問題点」というテーマのなかで、北極雪氷計画（和泉薫）について議論されている（日本雪氷学会, 1989）。
　1989年度には、南極だけではなく北極地域の雪氷も調査する必要があるという極地雪氷将来計画委員会からの要請を受けて、「北極雪氷計画委員会」が設置された。また、北極研究は南極研究と相補的に発展することの必要性が小林（1989）により述べられている。
　1990年には、北極雪氷計画委員会から1991北極観測計画について（渡辺興亜）、GRIP計画進行状況（庄子仁）、極地研「北極圏環境研究センター」の紹介（小野延雄）の話題提供に加えて、シンポジウム「衛星に期待する雪氷研究」からは雪氷将来計画について（上田豊）、衛星観測に期待する（前晋爾）、雪氷水文学とリモートセンシング（小池俊雄）、アジア雪氷圏研究と衛星観測（大畑哲夫）の発表があった（東信彦, 1991）。
　1991年には内陸ドーム計画委員会からグリーンランド・ドリルテストについて（本山秀明氏・亀田貴雄氏）、グリーンランドにおける深層掘削計画GRIP、GISP2の現状（本山秀明）、また極地雪氷将来計画委員会から北極の将来計画について（兒玉裕二）、さらに北極雪氷委員会からはグリーンランドでの調査活動の概要（本山秀明・亀田貴雄）、GRIP，GISP2について（本山秀明）、スバルバードでの調査活動（7月〜8月）の概要（小林俊一・高橋修平）、スバルバードでの調査活動（9月〜10月）の概要（和田誠）、1992北極観測計画について（伊藤一、渡辺興亜）、グリーンランドでやりたいこと（小沢久）の発表があった（藤田, 1991）。
　1992年には、内陸ドーム計画委員会からグリーンランドドリルテストについて（東信彦）、グリーンランドにおける深層掘削状況GRIP、GISP2の現状（庄子仁）、北極雪氷計画委員会からグリーンランドでの調査活動の概要（藤井理行）、スバルバードでの調査活動の概要（高橋修平・他）、北極圏カナダでの調査活動の概要（中尾正義・東久美子）、国際北極科学委員会の動向（小野延雄）、1993北極観測計画について（渡辺興亜）の発表があった（藤田, 1993）。
　1993年には、北極雪氷委員会の活動報告としてボーリング（神山孝吉）、ニーオルソン基地周辺観測（兒玉裕二）があった（日本雪氷学会, 1994）。
　1994年には、北極雪氷委員会からカナダの氷河観測計画（東久美子）、スバルバード観測報告（石川信敬）、極地研究所北極環境センター活動計画（本山秀明）、衛星観測計画（西尾文彦）の発表があった（日本雪氷学会, 1995）。
　1995年には、北極雪氷委員会からGAME関連調査報告（兒玉裕二）、スバルバール北東島氷掘削報告（本山秀明）、セブリナヤゼムリャ氷河偵察報告（高橋修平）、極地研究所・北極環境センターの動向（渡辺興亜）、加えて特別セッション「極地雪氷コア解析結果の解釈に向けて」では物性解析及び物質解析からの発表もあった（日本雪氷学会, 1996）。
　1996年には、北極雪氷委員会からGAME関連調査報告（兒玉裕二）、カナダバフィン島掘削報告（本堂武夫・成田英器）、NORTH GRIP計画（庄子仁）、極地研究所北極環境センターの動向（渡辺興亜）の発表があった（日本雪氷学会, 1997）。
　1997年には、北極雪氷委員会からシベリアの雪氷学的調査の今後（西尾文彦）、北極圏カナダの研究計画（東久美子）、スバルバード北東島の雪氷観測計画（神山孝吉）、カムチャツカ雪氷観測計画（白岩孝行）、GAME関連調査報告（兒玉裕二）の発表があった（日本雪氷学会, 1998）。
　1998年には、北極雪氷委員会（東久美子）からの報告があった（日本雪氷学会, 1999）。
　1999年には、北極雪氷委員会から中国北極観測船参加報告（東久美子）、シベリアでの雪氷観測（西尾文彦）、第2回国際北極シンポジウムについて（藤井理行）、防災科学技術研究所の北極観測（佐藤篤司）の発表があった（高橋ら, 2000）。
　2000年には、ICAPP WG（渡邉興亜・東久美子）と題してICAPPの傘下で行われたアイスコア研究の成果報告と今後の活動方針について議論された。また、特別企画シンポジウム「極地雪氷研究の現状分析と方向性」—両極深層コア研究の現状と最深層部分のコア研究への期待—のなかで、NGRIP-2000フィールド活動、特にドリル/ベイラ—回収作業について（庄子仁）の発表があった（亀田, 2001）。
　2001年の活動報告では特に北極に関する活動にふれられていないが（日本雪氷学会, 2012）、2002年には、ICAPP WG現状報告（東久美子）、ミニシンポジウム「極地雪氷に関する最近の話題紹介」から衛星を用いた極域雪氷圏観測（西尾文彦）があった（本山, 2003）。
　2003年の活動報告には、ICAPP WG現状報告（東久美子）があった（西村, 2004）。
　2004年には、氷河情報センターと共催でミニシンポジウム「アラスカにおける氷河研究の紹介」が開催された。またIPY-4についての報告があった（西村, 2005a）。
　2005年は特に北極に関する報告が記載されていないものの（西村, 2005b）、2006年には、IPICSの紹介と題してアイスコア研究の国際連携の紹介があった（西村, 2007）。
　2007年及び2008年の活動報告でも特に北極に関する活動にふれられていないが（日本雪氷学会, 2008, 亀田, 2008）、2009年には、オーガナイズドセッション「NEEM計画」から北グリーンランド氷床深層掘削計画（NEEM計画）の概要と2009年度の掘削・研究活動（東久美子・東信彦・宮本淳・倉元隆之・植竹淳）の発表があった（日本雪氷学会, 2010）。
　2010年には、NEEM（グリーンランド深層氷床コア掘削計画）2010年活動報告（東久美子）の発表があった（日本雪氷学会, 2011）。
　2011年には、オーガナイズドセッション「極域における国内雪氷研究の潮流」から北極圏における科学研究の推進（榎本浩之）、極地雪氷と気候系との相互作用並びに極地雪氷研究の醍醐味（阿部彩子）に加えて、NEEM（グリーンランド氷床掘削）活動報告（東久美子）、科研費プロジェクト紹介及びグリーンランド予備調査報告（青木輝夫）、北極圏科学観測ディレクトリーの紹介（榎本浩之）、北極雪氷検討WGの提案（杉浦幸之助）の発表があった（日本雪氷学会, 2012）。
　2012年には、オーガナイズドセッション「観測データが捉えた極域雪氷圏の気候変動」での極域観測データによる陸域雪氷の変動（榎本浩之）の発表に加えて、NEEM（グリーンランド氷床掘削）活動報告（平林幹啓・東久美子）、科研費グリーンランド観測報告（青木輝夫）、GRENE北極観測報告（榎本浩之）、GRENE北極観測計画（榎本浩之）、北極雪氷検討WG（杉浦幸之助）の発表があった（杉山慎, 2013）。
　これまでの南極の雪氷研究に加えて、活発な人間活動が営まれている北極域での雪氷研究も近年は特に関心を向けられている様子が見てとれる。また、南極のみや北極のみといった単一極地のみでの雪氷研究から、両極にまたがる研究も散見される。これまで極地雪氷分科会により築きあげられてきた知見の深化と研究対象の広がりが活動報告に示されている。
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